
恵庭市の健全化判断 率等の公表について 
 

 

  「地 公共団体の財政の健全化に関する法律」第３条第１項の規定により、健全化判断

 率を公表します。 

 

 

【健全化判断 率】 

 実質 字 率 連結実質 字 率 実質公債費 率 将来負担 率 

平 成 ２ ２ 年 度 

(平成２１年度決算) 
    １２．１％ １０１．３％

早期健全化基準 １２．９３％ １７．９３％ ２５．０％ ３５０．０％

財 政 再  基 準 ２０．００％ ４０．００％ ３５．０％

※  率が該当しない場合は「 」で しています。 

 

 

 

 

 

 

 



 「地 公共団体の財政の健全化に関する法律」第２２条第１項の規定により、資 不  

率を公表します。 

 

【資 不  率】 
１． 恵庭市 道事業会計 

 資 不  率 

平 成 ２ ２ 年 度 

(平成２１年度決算) 
  

経 営 健 全 化 基 準 ２０．００％

※  率が該当しない場合は「 」で しています。 

 

２． 恵庭市下 道事業特別会計 

 資 不  率 

平 成 ２ ２ 年 度 

(平成２１年度決算) 
  

経 営 健 全 化 基 準 ２０．００％

※  率が該当しない場合は「 」で しています。 



 般会計等の実質 字の 率

 般会計等の実質 字額
標 準 財 政 規 模

           全ての会計の実質 字の 率

全ての会計の実質 字額
標 準 財 政 規 模

  公債費及び公債費に準じた経費の 重を す 率（３ヵ年平均）

（Ａ＋Ｂ） （Ｃ＋Ｄ）
Ｅ Ｄ

Ａ： 地 債の元利償還 （公営企業分、繰上償還等を除く）
Ｂ： 地 債の元利償還 に準じるもの（準元利償還 ）
Ｃ： ＡまたはＢに充てられる特定財源
Ｄ： 地 債の元利償還 ・準元利償還 に要する経費として普通交付税の額の算定に いる基準財政需要額に算 された額
Ｅ： 標準財政規模

地 債残 ほか 般会計等が将来負担すべき実質的な負債を捉えた額

Ａ  （Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）
Ｅ Ｆ

Ａ： 地 債の残 や債務負担 為に基づく 出予定額などの 般会計等が今後負担すべき額（将来負担額）
Ｂ： Ａに充てることができる基 
Ｃ： Ａに充てることができる特定財源
Ｄ： 地 債の残 等に係る普通交付税の額の算定に いる基準財政需要額に算 される 込みの額
Ｅ： 標準財政規模
Ｆ： 地 債の元利償還 ・準元利償還 に要する経費として普通交付税の額の算定に いる基準財政需要額に算 された額

連結実質 字 率

  語   解   説

＝

＝実質 字 率

＝

＝実質公債費 率

将来負担 率

実質 字 率

実質連結 字 率

実質公債費 率

将来負担 率



                         公営企業ごとの資 不 の 率

資  の 不 額
事 業 の 規 模

事業の規模（法適 企業） ：営業収益の額 受託 事収益の額
事業の規模（法 適 企業） ：営業収益に相当する収 の額 受託 事収益に相当する収 の額

標準的な状態で通常収 されるであろう経常 般財源の規模

標準財政規模 ＝ （基準財政収 額 地 譲与税 交通安全対策特別交付 ）×１００／７５
 ＋地 譲与税＋交通安全対策特別交付 ＋普通交付税＋臨時財政対策債

資 不  率 ＝

資 不  率

標準財政規模


